
地域共生社会の実現に関する法改正１

地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律

　（令和２年６月公布、令和３年４月施行（一部の規定は公布日等施行））

＜改正の趣旨＞

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包

括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、

地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデー

タ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制

度の創設等の所要の措置を講ずる。

＜改正の概要＞

〇地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の

支援（社会福祉法、介護保険法）

〇地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進（介護保険法、老

人福祉法）

〇医療・介護のデータ基盤の整備の推進（介護保険法、地域における医療及び介護の総合的

な確保の促進に関する法律）

〇介護人材確保及び業務効率化の取組の強化（介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介

護福祉士法等の一部を改正する法律）

〇社会福祉連携推進法人制度の創設（社会福祉法）

障害福祉に関する法改正２

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律

　（令和元年６月公布、令和２年４月施行（一部の規定は公布日等施行））

＜改正の趣旨＞

障害者の雇用を一層促進するため、事業主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況に

ある障害者の雇入れ及び継続雇用の支援、国及び地方公共団体における障害者の雇用状況に

ついての的確な把握等に関する措置を講ずる。

＜改正の概要＞

〇障害者の活躍の場の拡大に関する措置

〇国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

法改正等の動き資料３
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生活困窮に関する法改正３

生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律

　（平成 30 年６月公布、平成 30 年 10 月施行（一部の規定は公布日等施行））

＜改正の趣旨＞

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する包括的な支援体制の強

化、生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援、児童扶養手当の支払回数の見直し等の措

置を講ずるほか、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置を講ずる。

＜改正の概要＞

〇生活困窮者の自立支援の強化（生活困窮者自立支援法）

〇生活保護制度における自立支援の強化、適正化（生活保護法、社会福祉法）

〇ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進（児童扶養手当法）

子育てに関する法改正４

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律

　（令和元年６月公布、令和２年４月施行（一部の規定は令和４年及び令和５年４月１日施行））

＜改正の趣旨＞

児童虐待防止対策の強化を図るため、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化及び関係機

関間の連携強化等の措置を講ずる。

＜改正の概要＞

〇児童の権利擁護（児童虐待防止法及び児童福祉法）

〇市区町村及び児童相談所の体制強化等（児童虐待防止法及び児童福祉法）

〇児童相談所の設置促進（児童福祉法）

〇関係機関間の連携強化（児童虐待防止法及び児童福祉法）

〇検討事項等

子どもの貧困対策の推進に関する法律（令和元年６月公布、令和元年 9 月施行）

＜改正の趣旨＞

目的規定に、子どもの「将来」だけでなく「現在」に向けた対策であること、貧困解消に

向けて、児童の権利条約の精神に則り推進することを明記。

＜改正の概要＞

 〇市区町村に対し、貧困対策計画を策定する努力義務を課す。

―　242　―


